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（１年目、３年目、４年目に贈与を行ったケース）



贈与税の課税方式の類型 
 
 課 税 方 法 の 概 要 特       色 

一生累積 

課  税 

○ 一生にわたる贈与を累積し、相続と合わせて

課税 

・ 各年ごとに累積贈与額に対する税額を納付
（過年分納付額は税額控除） 

・ 相続においては、納付贈与税額を控除 

[例：アメリカ] 

○ 基本的には、生前贈与を行っても、すべてを相続し

ても合計税負担額は変わらない。 

 
○ 一生にわたる贈与を管理する必要があるため、比較

的執行が困難。 

一定期間 

累積課税 

○ 一定期間にわたる贈与を累積して課税 

・ 各年ごとに過去一定期間内の累積贈与額に対
する税額を納付（過年分納付額は税額控除） 

・ 相続前一定期間内の贈与は、同様に累積して

相続と合わせて課税する方式あり 
[例：イギリス、フランス、ドイツ] 

○ 生前贈与と相続との間での中立性はある程度確保さ

れるが、完全ではない。 
 

○ 税務執行は、一生累積課税方式ほど困難ではない。 

暦年課税 

○ 暦年ごとにその年中の贈与を合計して課税 

・ 相続前一定期間内の贈与は、例外的に累積し
て相続と合わせて課税する方式あり 

[例：日本] 

○ 生前贈与による租税回避を防止するため、贈与税負

担を相続税負担より重くする必要。 
 

○ 税務執行は最も容易。 

(注) 平成 12 年 7 月 税制調査会 「わが国税制の現状と課題」－21 世紀に向けた国民の参加と選択－より 



被  相  続  人
１ 人 当 た り １ 人 当 た り １ 人 当 た り

 年  分 法定相続人数

人 件 ％ 人 億円 万円 億円 万円 ％
693,523 30,859 4.4 ― 375 121.5 34 11.0 9.1

　　　　33 684,189 5,284 0.8 ― 367 695.4 47 88.4 12.7
　　　　40 700,438 13,407 1.9 4.24 2,091 1,559.7 410 305.8 19.6
　　　　45 712,962 24,454 3.4 4.28 7,011 2,866.9 1,342 548.7 19.1

702,275 14,593 2.1 4.31 15,121 10,361.8 1,973 1,352.1 13.0
　 　　 55 722,801 26,797 3.7 4.17 30,215 11,275.5 4,399 1,641.7 14.6
　 　　 62 751,172 59,008 7.9 3.93 82,509 13,982.6 14,343 2,430.7 17.4
　　　  63 793,014 36,468 4.6 3.68 96,380 26,428.6 15,629 4,285.5 16.2
　平成元 788,594 41,655 5.3 3.90 117,686 28,252.5 23,930 5,744.9 20.3
　　　 　２ 820,305 48,287 5.9 3.86 141,058 29,212.4 29,527 6,114.8 20.9
　　　 　３ 829,797 56,554 6.8 3.81 178,417 31,548.0 39,651 7,011.2 22.2
　　　 　４ 856,643 54,449 6.4 3.85 188,201 34,564.7 34,099 6,262.5 18.1
　　　 　５ 878,532 52,877 6.0 3.81 167,545 31,685.9 27,768 5,251.5 16.6
　　　 　６ 875,933 45,335 5.2 3.79 145,454 32,084.4 21,058 4,644.9 14.5
　　　 　７ 922,139 50,729 5.5 3.72 152,998 30,159.9 21,730 4,283.5 14.2
　　　 　８ 896,211 48,476 5.4 3.71 140,774 29,039.9 19,376 3,997.0 13.8
　　　 　９ 913,402 48,605 5.3 3.68 138,635 28,522.8 19,339 3,978.8 13.9
　　　  10 936,484 49,526 5.3 3.61 132,468 26,747.1 16,826 3,397.4 12.7
　　　  11 982,031 50,731 5.2 3.59 132,699 26,157.4 16,876 3,326.5 12.7

(備考)　1. “死亡者数(a)”は「人口動態統計」(厚生労働省)により、その他の計数は「国税庁統計年報書」による。
　　　　　2. “被相続人１人当たりの法定相続人数”は、当初申告ベースの計数である（修正申告を含まない）。 ただし、昭和63年分には、更正の請求により
　　　　　  納付税額がゼロとなった者の計数が含まれている｡
　　　　　3. “課税件数(b)”は、相続税の課税があった被相続人の数である。
　　　　　4. “納付税額(d)”には納税猶予額を含まない。
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